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公益財団法人佐賀県地域産業支援センター

理事長　　飛石　昇　　様

新基第　１７６　号

平成２５年４月１日

佐賀県知事　古　川

平成２５年度佐賀県地域産業支援対策事業費補助金の交付決定について（通知）Ｉ

平成２５年４月１日付け佐産支第７２号で申請のあった平成２５年度佐賀県地域産業支

援対策事業費補助金については、佐賀県補助金等交付規則（昭和５３年佐賀県規則第１３

号。以下「規則」という。）第４条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決

定しましたので、規則第６条の規定により通知します。

厂　　　　　　　　　　　　　　　　 記

１　この補助金の対象となる事業は、平成２５年４月１日付け佐産支第７２号で申請のあ

った平成２５年度佐賀県地域産業支援対策事業とし、その内容については当該申請書記

載のとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご

２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内

容が変更された場合において、補助事業に要する経費及び補助金の額が変更されるとき

は、別に通知するところによるものとする。

補助事業に要する経費

補　助　金　の　額
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３　補助事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額は、申請書記載の「経費

の配分」のとおりとする。　　　　　　　レ

４　゙補助金の額の確定は、佐賀県地域産業支援対策事業費補助金交付要綱（以下「要綱」

という。）第３条に定める算出方法により行うものとするｄ　　　　　　　　　　■

５　この補助金は、次の事項を条件として交付するものとする。

（１）規則及び要綱の規定に従うこと。

（２）補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合においては、知

事の承認を受けること。ただし、次に規定する軽微な変更であって、補助金額に影

響がない場合については、この限りでない。

ア　補助目的の達成に支障を来すことなく、かつ、事業能率の低下をもたらさない

事業計画の細部の変更

イ　要綱別表の事業区分の相互間における経費の配分の変更

（３）補助事業の９月３０日現在における遂行状況について、１０月２０日までに知事

に報告すること。
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（４）補助事業 を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ、 知事の承認を受

け ること。 ト　　　　　　　　　　　　　 ー･　　　　　 ∧　　　　　　　　　　　　 ‥

（６）補助事業 が予定の期間内に完了しない場合乂は補助事業の遂行が困難となった場

合においては、速やかに知事 に報告してその指示を受けること。　　　　-･|　 。

（６）補助事業 が完了したとき （補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、そ

の日から起算して ３０日以内又は補助金の交付の決定に係る年度め ３月 ３１日（補

助金が全額概算払で支払われた場合は、翌年度４月１０日）のいずれか早い日まで

に、規則第１ ２条に規定する実績報告書を提出すること。 また、そ の際に、補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告すること。　 ダ

（７）補助事業 に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに証拠書類を整備し、補助

事業完了後５年間保管するごと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 卜

（８）補助事業 により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業が完了し

た後 も、善良な る管理者の注意をもうて管理するとともに、補助金交付の目的に従

って、そ の効率的運用を図ること。また、当該財産について台帳を設け、そ の保管

状況 を明らかにすること。

(9) 補助事業者は、補助事業によ り取得し √又は効用の増加した財産の処分制限期間

（昭和５３年通 商産業省告示第 ３６０号） を経過する以前に財産を処分しようとす

るとき は、あ｡らかじ め知事の承認を受 けること。この場合において、 当該承認iこ係

る財産を処分したことにより収入があ･つたときは、交付した補助金の全部又は一部

に相当する金額を県 に納付させる ことができることとする。ただし、当該財産の１

件当たりの取得価格又は効用の増加価格が５０万円未満のも（7;）はこの限りでない。

（10 ）屬 助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金 に係る消費税及び 地

方消費税に係る仕入控除税額が確定し た場合 には、速やかに知事に報告すること。

知事は、 当該報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る消費税仕入

控除税額の全部又は一部の返還を命ず ることがある。

(11) 補助金を他の用途に使用し又は補助金の交付の内容、条件、その他法令若しくぼ

∧ これ に基づく処分に違反したとき は、額の確定の有無に関わらず、補助金 の交付の

決定 の全部又は一部を取り消すことがある。 またい補助金の交付 の決定を取り消し

た場合において、既に補助金が交付さ れているときはその返還をさせることがある。

６　この補助金は、概算払で交付するごとができる･。

７　規則第７条第１項の規定により申請の取下げのできる期日は､卜補助金交付決定の日か

ら２０日間とする。　、　　　　▽　　　　　　∧　　‥‥‥‥

(担当課：新産業・基礎科学課)
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